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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）エポキシ樹脂、（Ｂ）硬化剤、（Ｃ）無機充填材、（Ｄ）白色顔料及び（Ｅ）カ
ップリング剤を含む樹脂組成物において、前記（Ｂ）硬化剤としてシクロヘキサントリカ
ルボン酸無水物を含み、前記（Ｂ）硬化剤中におけるシクロヘキサントリカルボン酸無水
物の含有率が５質量％以上１００質量％以下であり、前記（Ｃ）無機充填材と前記（Ｄ）
白色顔料とは同一の成分であっても異なる成分であってもよく、かつ硬化後の、波長８０
０ｎｍ～３５０ｎｍにおける光反射率が９０％以上であり、硬化前には室温（０～３５℃
）において加圧成型が可能であることを特徴とする熱硬化性光反射用樹脂組成物。
【請求項２】
　前記シクロヘキサントリカルボン酸無水物が下記構造式（Ｉ）
【化１】

で表されることを特徴とする請求項１記載の熱硬化性光反射用樹脂組成物。
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【請求項３】
　前記（Ｃ）無機充填材が、シリカ、アルミナ、酸化マグネシウム、酸化アンチモン、酸
化チタン、酸化ジルコニウム、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、硫酸バリウム
、炭酸マグネシウム、炭酸バリウムからなる群の中から選ばれる少なくとも１種以上であ
ることを特徴とする請求項１または２記載の熱硬化性光反射用樹脂組成物。
【請求項４】
　前記（Ｄ）白色顔料が、アルミナ、酸化マグネシウム、酸化アンチモン、酸化チタン、
酸化ジルコニウム、無機中空粒子からなる群の中から選ばれる少なくとも１種以上である
ことを特徴とする請求項１～３のいずれか記載の熱硬化性光反射用樹脂組成物。
【請求項５】
　前記（Ｄ）白色顔料の平均粒径が、１～５０μｍの範囲にあることを特徴とする請求項
１～４のいずれか記載の熱硬化性光反射用樹脂組成物。
【請求項６】
　前記（Ｃ）無機充填材と前記（Ｄ）白色顔料の合計配合量が、樹脂組成物全体に対して
、１０体積％～８５体積％の範囲であることを特徴とする請求項１～５のいずれか記載の
熱硬化性光反射用樹脂組成物。
【請求項７】
　光半導体素子搭載領域となる凹部が１つ以上形成されている光半導体素子搭載用基板で
あって、少なくとも前記凹部の内周側面が請求項１～６のいずれかに記載の光反射用熱硬
化性樹脂組成物からなることを特徴とする光半導体素子搭載用基板。
【請求項８】
　光半導体素子搭載領域となる凹部が１つ以上形成されている光半導体素子搭載用基板の
製造方法であって、少なくとも前記凹部を、請求項１～６のいずれか１項記載の光反射用
熱硬化性樹脂組成物を用いたトランスファー成型により形成することを特徴とする光半導
体素子搭載用基板の製造方法。
【請求項９】
　請求項７に記載の光半導体素子搭載用基板または請求項８に記載の製造方法により製造
された光半導体素子搭載用基板と、
　前記光半導体素子搭載用基板の凹部底面に搭載される光半導体素子と、
　前記光半導体素子を覆うように前記凹部内に形成される蛍光体含有透明封止樹脂層と、
を備える光半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光半導体素子と蛍光体などの波長変換手段とを組み合わせた光半導体装置に
用いる熱硬化性光反射用樹脂組成物、および該熱硬化性光反射用樹脂組成物を用いた光半
導体素子搭載用基板とその製造方法、ならびに該光半導体素子搭載用基板を用いた光半導
体装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　光半導体素子を利用した光半導体装置として、図４に示すような構成のＳＭＤ（Ｓｕｒ
ｆａｃｅｍｏｕｎｔｅｄ　ｄｅｖｉｃｅ）タイプのＬＥＤ（Ｌｉｇｈｔ　Ｅｍｉｔｔｉｎ
ｇ　Ｄｉｏｄｅ）が知られている。このＬＥＤは、通常、マウント基板リフレクター（光
半導体素子搭載用基板）４０３に形成されたカップ状部（凹部）の、リード４０４が露出
している底面にＬＥＤ素子（発光素子）４００が配置され、さらに当該素子が配置された
カップ状部に蛍光体４０５を含有する透明封止樹脂４０２が充填されている。リフレクタ
ーは、発光素子から側方に放射された光をその表面で拡散反射して軸方向に分配し、これ
によって軸上強度を高めることを目的として使用されている。特許文献１～４にはリフレ
クターが熱可塑性樹脂組成物からなるＳＭＤタイプのＬＥＤ用形成材料が開示されている
。
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【０００３】
　このような構造を有するＬＥＤは、高エネルギー効率、長寿命などの利点から、屋外用
ディスプレイ、携帯液晶バックライト、車載用途などその需要を拡大しつつあるが、これ
に伴い、ＬＥＤデバイスの高輝度化が進み、素子の発熱量増大によるジャンクション温度
の上昇、あるいは直接的な光エネルギーの増大による材料の耐熱劣化・耐光劣化が課題と
なっている。
【０００４】
　また、例えば、特許文献５には、６５重量％以上の熱可塑性樹脂と３５重量％以下の充
填材からなるリフレクター材料が開示されているが、近紫外光の反射率などの特性が十分
であるとはいえない。
【０００５】
　近紫外光の反射率などの特性に関する課題に対しては、例えば、特許文献６に耐熱試験
後の光反射特性に優れる光半導体素子搭載用基板が開示されている。しかしながら、特許
文献６においては、室温におけるタブレット成型性、加熱成形時のバリ発生や硬化性など
の成型性に課題があった。
【特許文献１】特開２００５－１９４５１３号公報
【特許文献２】特開２００４－２７７５３９号公報
【特許文献３】特開２００４－７５９９４号公報
【特許文献４】特開２００４－１２８３９３号公報
【特許文献５】特開２００２－３１４１４２号公報
【特許文献６】特開２００６－１４０２０７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであり、成型性に優れ、硬化物の光反射率特性が
劣化し難い熱硬化性光反射用樹脂組成物、これを用いた光半導体素子搭載用基板とその製
造方法および光半導体装置を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　すなわち、本発明は下記（１）～（９）に記載の事項をその特徴とするものである。
【０００８】
（１）（Ａ）エポキシ樹脂、（Ｂ）硬化剤、（Ｃ）無機充填材、（Ｄ）白色顔料及び（Ｅ
）カップリング剤を含む樹脂組成物において、上記（Ｂ）硬化剤としてシクロヘキサント
リカルボン酸無水物を含み、かつ硬化後の、波長８００ｎｍ～３５０ｎｍにおける光反射
率が９０％以上であり、硬化前には室温（０～３５℃）において加圧成型が可能であるこ
とを特徴とする熱硬化性光反射用樹脂組成物。
【０００９】
（２）上記シクロヘキサントリカルボン酸無水物が下記構造式（Ｉ）
【化１】

で表されることを特徴とする上記（１）記載の熱硬化性光反射用樹脂組成物。
【００１０】
（３）上記（Ｃ）無機充填材が、シリカ、アルミナ、酸化マグネシウム、酸化アンチモン
、酸化チタン、酸化ジルコニウム、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、硫酸バリ
ウム、炭酸マグネシウム、炭酸バリウムからなる群の中から選ばれる少なくとも１種以上
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であることを特徴とする上記（１）または（２）記載の熱硬化性光反射用樹脂組成物。
【００１１】
（４）上記（Ｄ）白色顔料が、アルミナ、酸化マグネシウム、酸化アンチモン、酸化チタ
ン、酸化ジルコニウム、無機中空粒子からなる群の中から選ばれる少なくとも１種以上で
あることを特徴とする上記（１）～（３）のいずれか記載の熱硬化性光反射用樹脂組成物
。
【００１２】
（５）上記（Ｄ）白色顔料の平均粒径が、１～５０μｍの範囲にあることを特徴とする上
記（１）～（４）のいずれか記載の熱硬化性光反射用樹脂組成物。
【００１３】
（６）上記（Ｃ）無機充填材と上記（Ｄ）白色顔料の合計配合量が、樹脂組成物全体に対
して、１０体積％～８５体積％の範囲であることを特徴とする上記（１）～（５）のいず
れか記載の熱硬化性光反射用樹脂組成物。
【００１４】
（７）光半導体素子搭載領域となる凹部が１つ以上形成されている光半導体素子搭載用基
板であって、少なくとも上記凹部の内周側面が上記（１）～（６）のいずれかに記載の光
反射用熱硬化性樹脂組成物からなることを特徴とする光半導体素子搭載用基板。
【００１５】
（８）光半導体素子搭載領域となる凹部が１つ以上形成されている光半導体素子搭載用基
板の製造方法であって、少なくとも上記凹部を、上記（１）～（６）のいずれかに記載の
光反射用熱硬化性樹脂組成物を用いたトランスファー成型により形成することを特徴とす
る光半導体素子搭載用基板の製造方法。
【００１６】
（９）上記（７）に記載の光半導体素子搭載用基板または上記（８）に記載の製造方法に
より製造された光半導体素子搭載用基板と、　
　上記光半導体素子搭載用基板の凹部底面に搭載される光半導体素子と、　
　上記光半導体素子を覆うように上記凹部内に形成される蛍光体含有透明封止樹脂層と、
　
を備える光半導体装置。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、成型性に優れ、硬化物の光反射率特性が劣化し難い熱硬化性光反射用
樹脂組成物、これを用いた光半導体素子搭載用基板とその製造方法および光半導体装置を
提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施の形態を説明する。
【００１９】
　本発明で用いる（Ａ）エポキシ樹脂としては、電子部品用途として使用されている公知
のエポキシ樹脂を用いることができ、特に限定されないが、例えば、フェノールノボラッ
ク型エポキシ樹脂、オルソクレゾールノボラック型エポキシ樹脂をはじめとするフェノー
ル類とアルデヒド類のノボラック樹脂をエポキシ化したもの、ビスフェノールＡ、ビスフ
ェノールＦ、ビスフェノールＳ、アルキル置換ビスフェノール等のジグリシジルエーテル
、ジアミノジフェニルメタン、イソシアヌル酸等のポリアミンとエピクロルヒドリンの反
応により得られるグリシジルアミン型エポキシ樹脂、オレフィン結合を過酢酸等の過酸で
酸化して得られる線状脂肪族エポキシ樹脂、及び脂環族エポキシ樹脂等があり、これらを
適宜何種類でも併用することができる。また、これらのうち比較的着色のないものが好ま
しく、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビ
スフェノールＳ型エポキシ樹脂、ジグリシジルイソシアヌレート、トリグリシジルイソシ
アヌレートを挙げることができる。
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【００２０】
　本発明で用いる（Ｂ）硬化剤は、シクロヘキサントリカルボン酸無水物を少なくとも含
むものであればよく、特に制限はない。
【００２１】
　上記シクロヘキサントリカルボン酸としては下記構造式（Ｉ）
【化２】

で表されるものが好ましい。
【００２２】
　また、（Ｂ）硬化剤中に含まれうる、シクロヘキサントリカルボン酸無水物以外の硬化
剤としては、エポキシ樹脂と反応するものであれば特に制限は無いが、無色または着色の
少ないものが好ましく、例えば、酸無水物硬化剤、イソシアヌル酸誘導体、フェノール系
硬化剤等が挙げられる。
【００２３】
　上記酸無水物系硬化剤としては、例えば、無水フタル酸、無水マレイン酸、無水トリメ
リット酸、無水ピロメリット酸、ヘキサヒドロ無水フタル酸、テトラヒドロ無水フタル酸
、無水メチルナジック酸、無水ナジック酸、無水グルタル酸、無水ジメチルグルタル酸、
無水ジエチルグルタル酸、無水コハク酸、メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、メチルテト
ラヒドロ無水フタル酸等が挙げられ、上記イソシアヌル酸誘導体としては、１，３，５－
トリス（１－カルボキシメチル）イソシアヌレート、１，３，５－トリス（２－カルボキ
シエチル）イソシアヌレート、１，３，５－トリス（３－カルボキシプロピル）イソシア
ヌレート、１，３－ビス（２－カルボキシエチル）イソシアヌレートなどが挙げられ、こ
れらは単独で用いても、二種以上併用しても良い。これら併用しうる硬化剤の中では、成
形時の流動性及び成形物の着色の観点から、無水フタル酸、無水トリメリット酸、ヘキサ
ヒドロ無水フタル酸、テトラヒドロ無水フタル酸、メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、メ
チルテトラヒドロ無水フタル酸、無水グルタル酸、無水ジメチルグルタル酸、無水ジエチ
ルグルタル酸、１，３，５－トリス（３－カルボキシプロピル）イソシアヌレートを用い
ることが好ましい。
【００２４】
　また、（Ｂ）硬化剤中におけるシクロヘキサントリカルボン酸無水物の含有率は、本発
明の目的が達成される範囲であれば特に制限はないが、５質量％以上１００質量％以下の
範囲が好ましく、コストと性能のバランスの観点からは２５質量％以上７５質量％以下の
範囲であることがより好ましい。
【００２５】
　（Ａ）エポキシ樹脂と（Ｂ）硬化剤の配合比は、エポキシ樹脂中のエポキシ基１当量に
対して、硬化剤におけるエポキシ基との反応可能な活性基（酸無水物基、カルボキシル基
又は水酸基）が０．５～１．５当量、さらには、０．７～１．２当量となるような割合で
あることが好ましい。活性基が０．５当量未満の場合には、エポキシ樹脂組成物の硬化速
度が遅くなるとともに、得られる硬化体のガラス転移温度が低くなる場合があり、一方、
１．５当量を超えると、耐湿性が低下する場合がある。
【００２６】
　本発明で用いる（Ｃ）無機充填材としては、特に限定されないが、例えば、シリカ、ア
ルミナ、酸化マグネシウム、酸化アンチモン、酸化チタン、酸化ジルコニウム、水酸化ア
ルミニウム、水酸化マグネシウム、硫酸バリウム、炭酸マグネシウム、炭酸バリウムから
なる群の中から選ばれる少なくとも１種以上を用いることができるが、熱伝導性、光反射
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特性、成形性、難燃性の点からシリカ、アルミナ、酸化マグネシウム、酸化アンチモン、
酸化チタン、酸化ジルコニウム、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウムのうちの２種
以上の混合物が好ましい。また、（Ｃ）無機充填材の平均粒径は、特に制限はないが、（
Ｄ）白色顔料とのパッキングが効率よくなるように１～１００μｍの範囲のものを用いる
ことが好ましい。
【００２７】
　本発明で用いる（Ｄ）白色顔料としては、特に限定されないが、例えば、アルミナ、酸
化マグネシウム、酸化アンチモン、酸化チタン、酸化ジルコニウム、無機中空粒子等を用
いることができる。無機中空粒子としては、例えば、珪酸ソーダガラス、アルミ珪酸ガラ
ス、硼珪酸ソーダガラス、シラス等が挙げられる。また、（Ｄ）白色顔料の平均粒径は、
１～５０μｍの範囲にあることが好ましい。（Ｄ）白色顔料の平均粒径が１μｍ未満であ
ると粒子が凝集しやすく分散性が悪くなる傾向にあり、５０μｍを超えると反射特性が十
分に得られなくなる傾向にある。なお、上記（Ｄ）白色顔料として、アルミナ等の上記（
Ｃ）無機充填材として使用可能な成分と同一成分を同時に選択することも可能である。
【００２８】
　上記（Ｃ）無機充填材と上記（Ｄ）白色顔料の合計配合量は、樹脂組成物全体に対して
、１０体積％～８５体積％の範囲であることが好ましい。この配合量が、１０体積％未満
であると硬化物の光反射特性が不十分になる恐れがあり、８５体積％を超えると樹脂組成
物の成型性が悪くなり、光半導体素子搭載用基板の作製が困難となる。
【００２９】
　本発明で用いる（Ｅ）カップリング剤としては、特に限定されないが、例えば、シラン
系カップリング剤やチタネート系カップリング剤等を用いることができ、シランカップリ
ング剤としては、例えば、エポキシシラン系、アミノシラン系、カチオニックシラン系、
ビニルシラン系、アクリルシラン系、メルカプトシラン系、およびこれらの複合系等を用
いることができる。カップリング剤の種類や処理条件は特に限定しないが、カップリング
剤の配合量は、保存安定性の観点から、樹脂組成物全体に対して、５重量％以下であるこ
とが好ましい。
【００３０】
　また、本発明の樹脂組成物には、硬化時間の制御及び硬化性の向上の観点から硬化促進
剤を配合してもよい。硬化促進剤としては、特に限定されるものではないが、例えば、１
，８－ジアザ－ビシクロ（５，４，０）ウンデセン－７、トリエチレンジアミン、トリ－
２，４，６－ジメチルアミノメチルフェノール等の３級アミン類、２－エチル－４メチル
イミダゾール、２－メチルイミダゾール等のイミダゾール類、トリフェニルホスフィン、
テトラフェニルホスホニウムテトラフェニルボレート、テトラ－ｎ－ブチルホスホニウム
－ｏ，ｏ－ジエチルホスホロジチオエート、テトラ－ｎ－ブチルホスホニウム－テトラフ
ルオロボレート、テトラ－ｎ－ブチルホスホニウム－テトラフェニルボレート等のリン化
合物、４級アンモニウム塩、有機金属塩類及びこれらの誘導体などが挙げられる。これら
は単独で使用してもよく又は、併用してもよい。これらの硬化促進剤の中では、硬化性、
着色性及び保存安定性のバランスの観点から、３級アミン類、イミダゾール類、リン化合
物を用いることが好ましい。また、硬化促進剤の含有率は、本発明が達成される範囲であ
れば特に制限は無いが、（Ａ）エポキシ樹脂に対して、０．０１～８．０重量％であるこ
とが好ましく、０．１～３．０重量％であることがより好ましい。硬化促進剤の含有率が
、０．０１重量％未満では、十分な硬化促進効果を得られない場合があり、また８．０重
量％を超えると、得られる着色体に変色が見られる場合がある。
【００３１】
　本発明においては上記の他に、必要に応じて、添加剤として、酸化防止剤、離型剤、イ
オン捕捉剤等を添加してもよい。
【００３２】
　本発明の熱硬化性光反射用樹脂組成物は、上記した各種成分を均一に分散混合すること
で得ることができ、その手段や条件等は特に限定されないが、一般的な手法として、所定
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配合量の成分をミキサー等によって十分均一に撹拌、混合した後、ミキシングロール、押
出機、ニーダー、ロール、エクストルーダー等によって混練し、さらに、冷却、粉砕する
方法を挙げることができる。
【００３３】
　また、本発明の熱硬化性光反射用樹脂組成物は、熱硬化前、室温（０～３５℃）におい
て加圧成型可能であり、熱硬化後の、波長３５０ｎｍ～８００ｎｍにおける光反射率が９
０％以上であることが望ましい。上記加圧成型は、例えば、室温において、０．５～２Ｍ
Ｐａ、１～５秒程度の条件下で行うことができればよい。また、上記光反射率が９０％未
満であると、光半導体装置の輝度向上に十分寄与できない傾向がある。
【００３４】
　本発明の光半導体素子搭載用基板は、光半導体素子搭載領域となる凹部（開口部）が１
つ以上形成されており、少なくとも上記凹部の内周側面が本発明の熱硬化性光反射用樹脂
組成物からなることを特徴とするものである。図１には、光半導体素子搭載領域（凹部）
２００の側壁が本発明の熱硬化性光反射用樹脂組成物からなり、当該凹部底面を形成する
ように上記樹脂組成物を挟んで対向配置された一対の正負の金属配線１０５の露出表面が
Ｎｉ／Ａｇめっき１０４により覆われてなる本発明の光半導体素子搭載用基板１１０の一
実施形態を示す。
【００３５】
　本発明の光半導体素子搭載用基板の製造方法は、特に限定されないが、例えば、本発明
の熱硬化性光反射用樹脂組成物をトランスファー成型により成型し、製造することが好ま
しい。より具体的には、例えば、図２（ａ）に示すように、金属箔から打ち抜きやエッチ
ング等の公知の方法により金属配線１０５を形成し、ついで、該金属配線１０５を所定形
状の金型３０１に配置し（図２（ｂ））、金型３０１の樹脂注入口３００から本発明の熱
硬化性光反射用樹脂組成物を注入し、これを好ましくは金型温度１７０～１９０℃で６０
～１２０秒、アフターキュア温度１２０℃～１８０℃で１～３時間の条件にて熱硬化させ
た後、金型３０１を外し、硬化した熱硬化性光反射用樹脂組成物からなるリフレクター１
０３に周囲を囲まれてなる光半導体素子搭載領域（凹部）２００の所定位置に、電気めっ
きによりＮｉ／銀めっき１０４を施すことで製造することができる（図２（ｃ））。
【００３６】
　また、本発明の光半導体素子搭載用基板を用いた光半導体装置は、例えば、本発明の光
半導体素子搭載用基板と、光半導体素子搭載用基板の凹部底面に搭載される光半導体素子
と、光半導体素子を覆うように凹部内に形成される蛍光体含有透明封止樹脂層と、を少な
くとも備える。図３には、本発明の光半導体素子搭載用基板１１０の光半導体素子搭載領
域（凹部）２００の底部所定位置に光半導体素子１００が搭載され、該光半導体素子１０
０と金属配線１０５とがボンディングワイヤ１０２やはんだバンプ１０７などの公知の方
法により電気的に接続され、該光半導体素子１００が公知の蛍光体１０６を含む透明封止
樹脂１０１により覆われている、本発明の光半導体装置の一実施形態を示す。
【実施例】
【００３７】
　以下、本発明を実施例により詳述するが、本発明はこれらの実施例に制限するものでは
ない。
【００３８】
（実施例１～５及び比較例１～３）
＜熱硬化性光反射用樹脂組成物の作製＞
　下記表１に示す組成の材料を質量部で配合し、ミキサーによって十分混合した後、ミキ
シングロールにより溶融混練した後、室温まで冷却し、粉砕して、実施例１～５および比
較例１～２の熱硬化性光反射用樹脂組成物を作製した。
【００３９】
　なお、表１中の空欄は配合なしを示す。また、表１において、（Ａ）エポキシ樹脂はト
リグリシジルイソシアヌレート（日産化学工業株式会社製、商品名ＴＥＰＩＣ－Ｓ、エポ
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ガス化学株式会社製、商品名Ｈ－ＴＭＡｎ、エポキシ基と反応可能な活性基当量６６）で
あり、（Ｂ）硬化剤２はヘキサヒドロ無水フタル酸（新日本理化株式会社製、リカシッド
ＨＨ、エポキシ基と反応可能な活性基当量１５４）であり、（Ｃ）無機充填材は平均粒径
２０μｍの溶融シリカ（電気化学工業株式会社製、商品名ＦＢ－９５０）であり、（Ｄ）
白色顔料１は平均粒径２７μｍのほう珪酸ガラス（住友スリーエム株式会社製、商品名Ｓ
６０ＨＳ、）、白色顔料２は、平均粒径１μｍのアルミナ（株式会社アドマッテクス製、
商品名ＡＯ－８０２）であり、（Ｅ）カップリング剤はγ－グリシドキシプロピルトリメ
トキシシラン（信越化学工業株式会社製、商品名ＫＢＭ－４０３）であり、硬化促進剤は
テトラ－ｎ－ブチルホスホニウム－ｏ，ｏ－ジエチルホスホロジチオエート（日本化学工
業株式会社製、商品名ヒシリコーンＰＸ－４ＥＴ）であり、ユニトックス４２０（東洋ペ
トロライト株式会社製商品名、アルキルポリエーテル）は離型剤である。
【００４０】
＜タブレット作製＞
　実施例１～５及び比較例１～２の光反射樹脂組成物について、室温（２５℃）でタブレ
ット成型できるものを○、タブレット成型できないものを×として評価した。なお、タブ
レットの成型は、ＭＴＶ－Ｉ－３７（（株）丸七鉄工所製、商品名）を用い、０．７ＭＰ
ａ、２秒の条件で行った。
【００４１】
＜光反射性試験＞
　実施例１～５及び比較例１～２の光反射樹脂組成物を、金型温度１８０℃、成形圧力６
．９ＭＰａ、硬化時間９０秒の条件でトランスファー成型した後、１５０℃で２時間熱処
理して後硬化することにより、厚み１．０ｍｍのテストピースを作製した。ついで、各テ
ストピースの、波長３５０～８００ｎｍにおける光反射率を積分球型分光光度計Ｖ－７５
０型（日本分光株式会社製）にて測定した。また、１５０℃、７２時間熱処理後の各テス
トピースの光反射率も測定した。測定値の評価基準は下記のとおりである。結果を下記表
１に示す。
【００４２】
（光反射率の評価基準）
　○：光反射率９０％以上
　△：光反射率７０％以上、９０％未満
　×：光反射率７０％未満
＜バリ評価方法＞
　実施例１～５及び比較例１、２の光反射樹脂組成物を、ポットより、幅がそれぞれ７５
，５０，３０，２０，１０，２μｍのスリットを設けた金型に流し込み、上記光反射性試
験のテストピースと同様にして成形した後、各スリット内に流れ込んで硬化した樹脂組成
物の長さ（バリ長さ）をノギスで測定した。各スリットにおけるバリ長さが全て２ｍｍ未
満の場合を良好（○）とし、２ｍｍ以上のバリがある場合をＮＧ（×）として評価した。
結果を下記表１に示す。
【００４３】
＜熱時硬度＞
　実施例１～５及び比較例１、２の光反射樹脂組成物を、上記光反射性試験のテストピー
スと同様にして直径５０ｍｍ×厚さ３ｍｍの円板状に成形し、その後直ちにショアＤ型硬
度計（（株）上島製作所製ＨＤ－１１２０（タイプＤ））を用いてその硬度を測定した。
結果を下記表１に示す。
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【表１】

【００４４】
　表１に示されるように、各実施例の樹脂組成物は、成型性に優れ、なおかつその硬化物
の光反射率特性が劣化し難いことが明らかである。したがって、本発明の熱硬化性光反射
用樹脂組成物を用いると、可視光から近紫外光領域において高い反射率を保持することが
可能な光半導体素子搭載用基板を効率的に製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】本発明の光半導体素子搭載用基板の一実施形態を示す断面図と斜視図である。
【図２】本発明の光半導体素子搭載用基板を製造する工程の一実施形態を示す概略図であ
る。
【図３】本発明の光半導体装置の一実施形態を示す断面図である。
【図４】一般的なＳＭＤタイプのＬＥＤ（光半導体装置）を示す断面図である。
【符号の説明】
【００４６】
１００・・・・・光半導体素子（ＬＥＤ素子）
１０１・・・・・透明封止樹脂
１０２・・・・・ボンディングワイヤ
１０３・・・・・リフレクター（熱硬化性光反射用樹脂組成物）
１０４・・・・・Ｎｉ／Ａｇめっき
１０５・・・・・金属配線
１０６・・・・・蛍光体
１０７・・・・・はんだバンプ
１１０・・・・・光半導体素子搭載用基板
２００・・・・・光半導体素子搭載領域（凹部）
３００・・・・・樹脂注入口
３０１・・・・・金型
４００・・・・・ＬＥＤ素子
４０１・・・・・ボンディングワイヤ
４０２・・・・・透明封止樹脂
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４０３・・・・・リフレクター
４０４・・・・・リード
４０５・・・・・蛍光体
４０６・・・・・ダイボンド材

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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